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Ⅰ．研究動機・目的 

 少子化時代が到来し，子供の数は年々減少傾向にあり，福島県の0～19歳の人口は30年後には16万2千人減

る1と予想されている．子供が少なくなる一方で，教育産業は年々拡大し，学習塾の事業所数が増加していること

から，ますます学習塾間の競争は激しくなり生徒獲得が困難になるであろう．このような状況の中，どのようにし

て生き残るのかが今後の学習塾の課題である． 

私は，大学に入ってからＡ塾という学習塾でアルバイトをしており，卒業後はこの学習塾への就職が内定して

いる．しかしアルバイトを通して，この学習塾がさまざまな問題点を抱えていることに気付いた．自分の就職先で

あるこの学習塾をよくするためにはどうすればよいのか，生徒獲得面と，雇用面からＡ塾の改善すべき点を挙げ，

これまで学んで得た様々な知識を活かし，生徒が集まり，社員の働きやすい学習塾にするための提案をする． 

 

Ⅱ．学習塾について 

はじめに学習塾の定義であるが，広辞苑によると学習塾とは，「学校教育の補習や入学試験準備のための教

育を行う私塾・塾」を指す．学習塾と一言でいっても様々な形態があり，学習塾を分類する方法として，次の3つ

が挙げられる．1つ目は規模別に分ける方法であり，自宅兼用塾，小規模塾，中規模塾，大規模塾の4つに分け

られる．2つ目は指導方法別に分ける方法であり，集団指導型と個別指導型の2つに分けられる．3つ目は指導

内容別に分ける方法であり，これは進学塾，補習塾，総合塾の3つに分けることができる．（詳しい定義は補足資

料参照） 

私が研究対象としたＡ塾は，福島県の中通りに15教室を展開している学習塾であり，この学習塾の設立は

1976年4月1日，資本金1千万円の株式会社だ．この学習塾は正社員50名，生徒数約5000人（2006年）の，福島

県では最大規模の学習塾である．この学習塾を，学習塾の分類に当てはめると，規模別では中規模塾に属す

る．指導方法で分類すると集団指導型に属するが，個別指導も行っている．そして指導内容別に分類すると総

合塾に属する． 

 

Ⅲ．Ａ塾の広告における問題点と提案 

 Ａ塾の広告の問題はどこであろうか．はじめに一般的な広告とＡ塾が行っている広告を挙げる．学習塾の広告

には，テレビコマーシャル，折込みチラシ，ダイレクトメール，ホームページやウェブログ，パンフレット・カタログ，

ポスター車内吊り(交通広告)， 新聞広告，のぼり・懸垂幕・横断幕などがある．Ａ塾では，折込みチラシ，ダイレ

クトメール，ホームページ・ウェブログ，看板・広告塔，新聞広告，パンフレット・カタログ，のぼり・懸垂幕・横断幕，

ラッピングバスなどを行っている．上記のＡ塾が行っている広告のうち改善する必要がある広告は，ダイレクトメ

ールとホームページであると私は考える．なぜならダイレクトメールにはレスポンス率が低いという問題があり，ホ

ームページは内容が充実していないという問題があるからだ． 

1.レスポンス率を向上させるためのダイレクトメールの書き方 

Ａ塾はイベントを知らせるためのダイレクトメールを送っている．イベント参加をきっかけとして入塾する生徒も
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多いため，できるだけイベントに参加してもらいたい．その大切なイベントを告知する役割を担っているのがダイ

レクトメールである．しかし，Ａ塾のダイレクトメールのレスポンス率は一般的にいわれている0.1％2よりも低い．レ

スポンス率0.1％とは，1000通だして１人から反応がくるという計算だ．ではレスポンス率を高くするためにはどの

ようにすればよいだろうか．株式会社ＭＫコンサルティングによると，ダイレクトメールによって売り上げを得るため

には，次の4つの反応を引き出す仕掛けが必要だという．その仕掛けとは「①開封してもらう②興味を持って読ん

でもらう③欲しいと思わせる④申し込んでもらう」である． 

では，この4つの仕掛けをもとに，Ａ塾に合ったダイレクトメールの改善案としては次のようなものが考えられる．

１つ目は開封してもらうためにインパクトのあるはがき・封筒を使用する．例えば，透明の封筒を使い中が見える

ようにする．中（封筒から見える部分）は，『○○プレゼント』，『無料体験実施中』など，開けて読みたくなるような

内容のものにする．2つ目の興味を持って読んでもらうについてだが，これは同封した手紙の見出し文を読んで

もらい，文章に引き込ませるような仕様にする必要がある．具体的には，見出しをすぐに目に付くようなレイアウト

にし，読み手の感情を動かせる刺激的な表現にするべきだ（例えば，『1ヶ月間授業料が無料になる！』『偏差値

10アップ間違いなし！』など）．また，前年度の体験講座の写真を載せたりカラフルなデザインにしたりすることも

効果的であると考える．3つ目は実際に体験してみたいと思わせるために，実際に体験した生徒，保護者の声を

載せることを提案する．その内容はその授業を受けたことで，成績が何点アップしたというような数値データを使

って示す．また，体験をした場合に特典がつくようにする（例えば，入学した場合の入学料無料や，一ヶ月間授

業料無料など）．4つ目は，申し込んでもらうために，ダイレクトメールの最後に『お申し込み方法は簡単です』，

『フリーダイヤルまたは同封のハガキでお申し込み下さい』といった指示を強調した文を載せることを提案する．

また申込の手間を省くために，一般的ではあるが申し込みハガキまたは申し込み用紙と封筒を同封するといっ

た方法が効果的であろう． 

2.ホームページにおける内容の充実 

 Ａ塾のホームページは一昨年に立ち上げられたが，そのホームページを作ったのはＡ塾の教務科の社員であ

り，現在もその社員が教務の仕事の合間にホームページの更新を行っている．このホームページの問題点は，

①お問い合わせ・お申し込みフォームがない，②各講座の説明が少なく，分かりづらい，③各講座の金額が記

載されていない，④ブロックごとに，開講している講座が違うにもかかわらず，すべてまとめて書いている，⑤ホ

ームページは教務の先生が片手間で作っているため，更新が遅く今知りたい情報が載っていない，あるいはもう

すでに終了した講座が載っているという5つの点であると考える． 

ここからはこの5つの問題点について提案をしていく．はじめに①②③に対する提案は，まずお問い合わせ・

お申し込みフォームをつくり，講座の説明を細かく書き，金額をのせることである．講座の説明については，写真

や動画なども載せ視覚的にアピールし，どのような雰囲気で授業を行っているのかを見せるべきである．④につ

いては，従来のホームページの形式を変え，トップページに閲覧者が自分の住んでいる地域を選べるようにし，

自分はＡ塾のどのブロックに行くのかを選択させる．もし福島を選んだとするなら，次のページからは，福島専用

のページになり，福島ブロックで行われている講座を閲覧することができる．⑤の問題点は，ホームページ管理

専門の社員を雇うことによって解決すると考える．ホームページ管理専門の社員がいることで，すぐに知らせた

い記事を，載せたいときに載せられる．そうすることで，すでに終了した講座をいつまでも載せておくようなことも

なくなる． 
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Ⅳ．Ａ塾の雇用における問題点と提案 

 Ａ塾の今年度の新入社員は13人であった．しかし，すでに退職した新入社員が5人いて，その5人全員が入社

してから半年以内に退職している．就職後1年間の離職率は大学卒業者で15.1%3という統計結果があるが，半

年で約4割の人が退職しているのがこの企業の現実だ．ではなぜこの企業の離職率は高いのだろうか．この企

業を退職した方にヒアリング調査を行い，また，現在この企業で働いている方々にアンケート調査を行った． 

ヒアリング調査は，入社して5ヶ月で退職した元新入社員の方々を対象に行った．ある方は，Ａ塾での仕事に

ついて，「やるべき仕事の量が多く，教務として一番大切な授業にまで支障をきたすかもしれない状況が何度か

ありました．また家に帰るのは夜中であり，十分な予習の時間を確保することが難しかったです．」とおっしゃった．

そのほかにも「忙しくて体力が続かない」や，女性の方で「残業が多く帰るのが24時を過ぎる時もあり辛かったし，

両親にも帰宅時間が遅いことを心配された」という意見もあった．このヒアリング調査から浮かび上がる問題点は，

一人に課せられる仕事の量が多いということではないだろうか． 

 次に社員に対するアンケート4であるが，このアンケートは全国学習塾協会が行った「学習塾業の雇用管理に

関するアンケート調査」の中の，「雇用管理の問題点」を利用した．これを利用することにより，全国の傾向との比

較ができ，Ａ塾は全国と比べどの項目が問題だと感じているのか知ることができる．正社員と講師（アルバイト社

員）に分けてアンケートをとったが，アンケートから分かることとして，全国に比べどちらの社員も勤務時間や休日

休暇に関する項目が高かった．特に残業時間においては，講師で全国との差が17.11%，正社員においても

12.02%も差があった．このアンケート結果から，Ａ塾の社員は勤務時間と休日休暇について最も不満をもってい

て，改善してほしいと思っていることがわかる．ヒアリング調査の結果と併せて考えると，Ａ塾の社員は図1のような

悪循環スパイラルに陥っていると考える． 

図１：悪循環スパイラル 

 

 

 

 

 

 

①仕事量が多い ②残業・休日出勤 ③休みが少なくなる 体力が続かない 

④辛いから会社を辞める 

⑤辞めた社員の穴埋めをするために，周りの社員に仕事が回ってくる 

 

では，この状態を脱するためにはどのようにすればよいであろうか．私は，専門の課を設立することを提案する．

ヒアリングで「あれもこれもとやるべき仕事の量が多い」というのがあった．効率よく仕事をこなすためにも職務を

細分化することによって，自分の専門分野に集中して仕事ができ，より一層研究ができると考える．私は図2に示

したように教務部を4つの課5に分けた． 

図２：教務部組織図 
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職務を細分化することによりこの4つの課のどの課の仕事量が多いのかが分かり，仕事量が多い課は人材を

増やせばよい．たとえば宣伝広告課で一人退職した場合，次に採用された人は宣伝広告課に配属すればよい．

このように今どの部署で人材が足りないのかがはっきり分かり，どれだけの人を補充すればよいのか明確に分か

る．  

そのほかにも教務部の社員の勤務時間を今の13:00～21:30から，30分繰り下げて，13:30～22:00にすること

を提案する．通常授業が終わるのは21:30であるが，それから生徒対応や掃除をしていると，最低でも22時はす

ぎてしまう．しかし，この間の残業代はでないのが現状である．通常業務をしているだけなのに，毎日最低30分

以上のサービス残業をしていることになる．そのため，勤務時間を変えれば毎日サービス残業をしなくて済むの

である． 

 そして最後に，就職ポータルサイトを使って人材を募集することを提案する．現在は一部の大学・短大に求人

をだすこと，求人広告で募集することしか行っていない．それでは，人材を多く集めることは困難である．積極的

に合同企業説明会などのイベントにも参加して，よい人材を全国から募集することが必要である． 

 

Ⅴ．結び 

 ⅢとⅣでＡ塾の広告と雇用の問題点を述べ，それに対する提案をしたが，Ⅲのホームページに関する問題点

はホームページ管理専用の社員を雇うことで解決し，Ⅳの宣伝広告課をおくことにも繋がると考えられる．教務

部の宣伝広告部門にWEB管理をする人材をおくことで，Ⅲの根本的な問題は解決するだろう． 

学習塾にとって最大の経営資源は人だ．なぜなら学習塾の商品とは形のないサービス，つまり社員が行う授

業であるからだ．経営資源である人の管理，つまり人事についてどういう取り組みをするかで，会社としての将来

が決まる．以上のことからＡ塾においては，社長を始め，幹部社員を中心として人事管理の整備に取り組み，社

員が長く働くことができる環境を作ってもらいたい． 
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